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１．平成19年５月中間期の業績（平成18年６月１日～平成18年11月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成19年５月中間期 14,431 16.3 341 △1.5 395 △0.7

平成18年５月中間期 12,408 △4.4 346 △10.6 397 △9.1

平成18年５月期 24,911 △5.7 701 △13.2 797 △13.1

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

平成19年５月中間期 217 △7.2 29 62

平成18年５月中間期 234 △8.3 31 92

平成18年５月期 459 △14.9 62 57

（注）①期中平均株式数 平成19年５月期中間期 7,350,000株 平成18年５月期中間期 7,350,000株 平成18年５月期 7,350,000株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成19年５月中間期 11,575 4,408 38.1 599 74

平成18年５月中間期 10,457 4,151 39.7 564 86

平成18年５月期 10,987 4,284 39.0 582 94

（注）①期末発行済株式数 平成19年５月期中間期 7,350,000株 平成18年５月期中間期 7,350,000株 平成18年５月期 7,350,000株

②期末自己株式数 平成19年５月期中間期 ―株 平成18年５月期中間期 ―株 平成18年５月期 ―株

２．平成19年５月期の業績予想（平成18年６月１日～平成19年５月31日）

売上高 営業利益  経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円

通期 31,000 760 810 470

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）63円94銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

平成18年５月期 ― 12.5 ― 12.5 ― 25.0

平成19年５月期（実績） ― 12.5 ― ― ― 12.5

平成19年５月期（予想） ―  ― ― 12.5 ― 12.5

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

な要因によって予測数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想に関連する事項については、中間決算短

信（連結）添付資料をご参照ください。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  949,424   714,216   964,746   

２．受取手形  694,461   926,952   873,842   

３．売掛金  4,816,620   5,405,070   4,735,682   

４．たな卸資産  1,602,109   2,243,070   2,080,067   

５．その他 ※４ 194,037   300,980   386,207   

貸倒引当金  △506   △8,953   △515   

流動資産合計   8,256,146 79.0  9,581,337 82.8  9,040,031 82.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 289,918   274,967   281,849   

(2）土地 ※２ 441,410   441,410   441,410   

(3）その他  50,970   55,832   57,986   

有形固定資産合計  782,299   772,210   781,247   

２．無形固定資産  166,580   159,365   163,463   

３．投資その他の資産           

(1）差入保証金  648,947   252,478   249,502   

(2）その他  603,230   810,044   753,248   

貸倒引当金  △1   △67   △11   

投資その他の資産
合計

 1,252,175   1,062,454   1,002,740   

固定資産合計   2,201,055 21.0  1,994,030 17.2  1,947,450 17.7

資産合計   10,457,201 100.0  11,575,368 100.0  10,987,481 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  1,706,868   1,022,930   1,019,446   

２．買掛金 ※２ 2,320,502   3,565,173   3,319,105   

３．短期借入金 ※２ 1,000,000   1,550,000   1,350,000   

４．１年以内償還予定
の社債

 500,000   ―   ―   

５．１年以内返済予定
の長期借入金

※２ 85,324   264,524   264,524   

６．賞与引当金  96,557   91,626   96,400   

７．役員賞与引当金  10,750   8,062   16,124   

８．その他 ※４ 271,773   319,752   256,548   

流動負債合計   5,991,775 57.3  6,822,068 58.9  6,322,148 57.5

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２ 271,729   307,205   339,467   

２．その他  41,904   37,995   41,219   

固定負債合計   313,633 3.0  345,200 3.0  380,686 3.5

負債合計   6,305,409 60.3  7,167,269 61.9  6,702,834 61.0

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   521,600 5.0  ― ―  ― ―

Ⅱ　資本剰余金           

資本準備金  572,400   ―   ―   

資本剰余金合計   572,400 5.5  ― ―  ― ―

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  12,500   ―   ―   

２．任意積立金  2,530,000   ―   ―   

３．中間（当期）未処
分利益

 504,544   ―   ―   

利益剰余金合計   3,047,044 29.1  ― ―  ― ―

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  10,747 0.1  ― ―  ― ―

資本合計   4,151,792 39.7  ― ―  ― ―

負債、資本合計   10,457,201 100.0  ― ―  ― ―
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前中間会計期間末

（平成17年11月30日）
当中間会計期間末

（平成18年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

 （純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

 １. 資本金   ― ―  521,600 4.5  521,600 4.7

 ２. 資本剰余金           

　（１）資本準備金  ―   572,400   572,400   

 　資本剰余金合計   ― ―  572,400 4.9  572,400 5.2

 ３. 利益剰余金           

  （１）利益準備金  ―   12,500   12,500   

  （２）その他利益
　　　　剰余金

          

 　　別途積立金  ―   2,830,000   2,530,000   

 　　繰越利益剰余金  ―   463,742   637,900   

 　利益剰余金合計   ― ―  3,306,242 28.6  3,180,400 29.0

株主資本合計   ― ―  4,400,242 38.0  4,274,400 38.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

１. その他有価証券
　　評価差額金

  ― ―  7,855 0.1  10,246 0.1

評価・換算差額等合計   ― ―  7,855 0.1  10,246 0.1

  純資産合計   ― ―  4,408,098 38.1  4,284,647 39.0

  負債純資産合計   ― ―  11,575,368 100.0  10,987,481 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   12,408,786 100.0  14,431,399 100.0  24,911,104 100.0

Ⅱ　売上原価   11,224,982 90.5  13,159,493 91.2  22,503,930 90.3

売上総利益   1,183,803 9.5  1,271,905 8.8  2,407,174 9.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費   837,325 6.7  930,543 6.4  1,705,266 6.9

営業利益   346,478 2.8  341,362 2.4  701,908 2.8

Ⅳ　営業外収益 ※１  64,057 0.5  68,551 0.4  131,170 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２  12,654 0.1  14,894 0.1  35,741 0.1

経常利益   397,881 3.2  395,019 2.7  797,337 3.2

Ⅵ　特別利益   41 0.0  ― 0.0  23 0.0

Ⅶ　特別損失   1,245 0.0  ― 0.0  1,399 0.0

税引前中間（当期）
純利益

  396,677 3.2  395,019 2.7  795,960 3.2

法人税、住民税及び
事業税

 167,278   182,123   337,473   

法人税等調整額  △5,280 161,997 1.3 △4,820 177,303 1.2 △1,424 336,048 1.4

中間（当期）純利益   234,680 1.9  217,716 1.5  459,911 1.8

前期繰越利益   269,864   ―   ―  

中間配当額   ―   ―   ―  

中間（当期）未処分
利益

  504,544   ―   ―  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

 

当中間会計期間（自　平成18年６月１日　　至　平成18年11月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年５月31日　残高（千円） 521,600 572,400 572,400 12,500 2,530,000 637,900 3,180,400 4,274,400

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立   ―  300,000 △300,000 ― ―

剰余金の配当   ―   △91,875 △91,875 △91,875

中間純利益   ―   217,716 217,716 217,716

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
  ―    ― ―

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
― ― ― ― 300,000 △174,158 125,841 125,841

平成18年11月30日　残高（千円） 521,600 572,400 572,400 12,500 2,830,000 463,742 3,306,242 4,400,242

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年５月31日　残高（千円） 10,246 10,246 4,284,647

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立  ― ―

剰余金の配当  ― △91,875

中間純利益  ― 217,716

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△2,390 △2,390 △2,390

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△2,390 △2,390 123,451

平成18年11月30日　残高（千円） 7,855 7,855 4,408,098
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 　前事業年度（自　平成17年６月１日　　至　平成18年５月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成17年５月31日　残高（千円） 521,600 572,400 572,400 12,500 2,230,000 701,614 2,944,114 4,038,114

事業年度中の変動額

別途積立金の積立   ―  300,000 △300,000 ― ―

剰余金の配当   ―   △110,250 △110,250 △110,250

剰余金の配当（中間配当額）   ―   △91,875 △91,875 △91,875

利益処分による役員賞与   ―   △21,500 △21,500 △21,500

当期純利益   ―   459,911 459,911 459,911

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
  ―    ― ―

事業年度中の変動額合計（千円） ― ― ― ― 300,000 △63,713 236,286 236,286

平成18年５月31日　残高（千円） 521,600 572,400 572,400 12,500 2,530,000 637,900 3,180,400 4,274,400

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成17年５月31日　残高（千円） 689 689 4,038,803

事業年度中の変動額

別途積立金の積立  ― ―

剰余金の配当  ― △110,250

剰余金の配当（中間配当額）  ― △91,875

利益処分による役員賞与  ― △21,500

当期純利益  ― 459,911

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
9,557 9,557 9,557

事業年度中の変動額合計（千円） 9,557 9,557 245,844

平成18年５月31日　残高（千円） 10,246 10,246 4,284,647
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１．資産の評価基準および評

価方法

(1）有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法を採

用しております。

(1）有価証券

子会社株式

同左 

(1）有価証券

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用しております。

時価のないもの

同左 

時価のないもの

同左

 (2)デリバティブ 

時価法

(2)デリバティブ 

同左

(2)デリバティブ 

同左

 (3）たな卸資産

商品

　移動平均法による原価法を採

用しております。

(3）たな卸資産

商品

同左 

(3）たな卸資産

商品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は定額法）を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　３～50年

(1）有形固定資産

同左 

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左 

 

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法を採用しております。

(3）長期前払費用

―――――――― 

(3）長期前払費用

――――――――

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左 

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左 

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の

当期負担額を計上しております。

 (3) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の当

期負担額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている

為替予約のみであり、振当処理に

よっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段―為替予約

　ヘッジ対象―外貨建債権

(3) ヘッジ方針

　基本的に実需の範囲内において、

為替変動のリスクのある債権債務

のリスクヘッジを目的とする場合

のみデリバティブ取引を行ってお

り、投機目的のためのデリバティ

ブ取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象とヘッジ手段が同一

通貨であることから、為替相場の

変動によるキャッシュ・フローの

変動を完全に相殺するものと想定

されるため、有効性の評価は省略

しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

(3) ヘッジ方針

同左 

 

 

 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左 

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左 

 

(3) ヘッジ方針

同左

 

 

 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

       同左

 

消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

 （役員賞与に関する会計基準）

　役員賞与については、従来利益処分案によ

り株主総会の決議を経て未処分利益の減少と

して処理しておりましたが、当中間会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　企業会計基準第４号　平成17

年11月29日）に基づき、発生時に費用処理し

ております。この結果、従来に比して、販売

費及び一般管理費の役員賞与引当金繰入額が

10,750千円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ10,750千円減少

しております。

 

  ――――――――― （役員賞与に関する会計基準）

　役員賞与については、従来利益処分案によ

り株主総会の決議を経て未処分利益の減少と

して処理しておりましたが、当事業年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　企業会計基準第４号　平成17年11

月29日）に基づき、発生時に費用処理してお

ります。この結果、従来に比して、販売費及

び一般管理費の役員賞与引当金繰入額が

16,124千円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ16,124千円減少

しております。 

  ―――――――――   ―――――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

　会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

4,284,647千円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年11月30日）

当中間会計期間末
（平成18年11月30日）

前事業年度末
（平成18年５月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 384,706千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 428,904千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

              409,918千円

※２　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりで

あります。

建物     84,681千円

土地    225,193千円

計    309,874千円

建物     80,224千円

土地    225,193千円

計    305,417千円

建物     82,392千円

土地    225,193千円

計    307,585千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

買掛金    100,000千円

短期借入金     92,400千円

１年以内返済予定

の長期借入金

  52,000千円

長期借入金    235,600千円

計    480,000千円

短期借入金    144,400千円

１年以内返済予定

の長期借入金

   231,200千円

長期借入金    4,400千円

計    380,000千円

短期借入金    128,800千円

１年以内返済予定

の長期借入金

   231,200千円

長期借入金     20,000千円

計    380,000千円

３  保証債務　　　　　 

       関係会社の金融機関からの借入に対

     し、債務保証を行っております。

 　　 台湾美達旗股份有限公司    30,477千円

                        (8,537千台湾ドル）

３  保証債務　　　　　 

       関係会社の金融機関からの借入に対

     し、債務保証を行っております。

 　　 台湾美達旗股份有限公司   16,264千円

３　保証債務

　関係会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

      台湾美達旗股份有限公司   83,948千円

※４　消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税等は相

殺のうえ、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。

※４　消費税等の取扱い

　同左

※４　　　　　―――――――

　５　当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。

　当中間会計期間末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

　５　当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。

　当中間会計期間末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

　５　当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。

　当事業年度末における当座貸越契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度総額  2,500,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 1,500,000千円

当座貸越極度総額  2,500,000千円

借入実行残高  1,550,000千円

差引額  950,000千円

当座貸越極度総額  2,500,000千円

借入実行残高   1,350,000千円

差引額 1,150,000千円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息      6,403千円

仕入割引       24,641千円

受取利息    7,995千円

仕入割引       23,343千円

受取利息     12,647千円

仕入割引       50,606千円

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息      5,850千円 支払利息      8,277千円 支払利息       11,385千円

３　減価償却実施額 ３　減価償却実施額 ３　減価償却実施額

有形固定資産       25,653千円

無形固定資産      7,557千円

有形固定資産      23,140千円

無形固定資産     17,359千円

有形固定資産    51,839千円

無形固定資産       24,293千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 

 　当中間会計期間（自　平成18年６月１日　至　平成18年11月30日）

 　　該当事項ありません。

 

　 前事業年度（自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日）

　　 該当事項ありません。

①　リース取引

 　　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはありま

せん。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１株当たり純資産額    564円86銭

１株当たり中間純利益   31円92銭

１株当たり純資産額    599円74銭

１株当たり中間純利益   29円62銭

１株当たり純資産額       582円94銭

１株当たり当期純利益     62円57銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前中間会計期間

(自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

前事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

中間（当期）純利益 （千円） 234,680 217,716 459,911

普通株式に係る中間（当期）純利益 （千円） 234,680 217,716 459,911

普通株式の期中平均株式数 （株） 7,350,000 7,350,000 7,350,000

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 
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